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離島の再生可能エネルギー発電設備の
出力抑制における公平性の検証結果

～平成２８年度実施分 九州電力～

平成２９年１１月１０日
電力広域的運営推進機関

本機関は、平成２９年４月に送配電等業務指針を改正し、翌年度4月末日までに一般送配電

事業者は公平性の検証のための説明・資料提出を行うことを定めた。このため、来年度から業
務指針に基づく検証結果として公表することとしているが、今回の離島の公平性の検証結果は、
参考として公表する。

なお、本土の場合は、抑制規模が大きいことや抑制ルールの異なる再生可能エネルギー発電
事業者が系統連系していることに留意して、別途適切な検証を行う。



2目次

１．はじめに

３．検証内容

４．予め定められた手続

５．ローテーションの確認

７．検証結果

（参考）離島における再生可能エネルギーの出力制御の実施方法

（参考）出力制御の公平性の確保に係る指針、送配電等業務指針

（参考）総合資源エネルギー調査会で示された基本的な考え

２．公平性検証の位置づけ

６．抑制日数



3１．はじめに

九州電力は、平成２８年４月から平成２９年３月（※）に、種子島および壱岐にお
いて、再生可能エネルギー発電設備（以下、「再エネ」という）の出力抑制を、
・種子島：１７日
・壱岐○：１７日

実施した。

本機関は、九州電力から、「予め定められた手続に沿って年間を通じて行った
出力抑制の具体的内容」の説明を受け、これを裏付ける資料を受領したうえで、

九州電力の出力抑制が公平に行われたかの検証を試行的に実施したことから、
その結果を参考で公表する。

（※） 公平性の検証は、平成２９年度分（平成２９年４月から平成３０年３月）
からを対象としているが、今回、検証対象期間外の平成２８年度データを
使用して試行的に実施したことから、参考で公表する。



4２．公平性検証の位置づけ

本機関は、離島において一般送配電事業者が自然変動電源の出力抑制を行った場合
には、

① 抑制指令を行った時点で想定した需給状況

② 下げ調整力確保（発電機の出力抑制、揚水発電の揚水運転）の具体的内容

③ 再エネの出力抑制を行う必要性

④ 年間を通じて、太陽光・風力に対し公平に出力抑制が行われたかどうか

の検証を行い、結果を公表することとしている。

このうち、①～③の出力抑制の適切性については、抑制実施月の翌月に検証結果
を公表済み(※)のため、今回は、④の出力抑制の公平性について適切かどうかの
検証を行った。

(※)平成２８年度の出力抑制の適切性の検証

実施年月 延べ日数（日） 検証結果の公表サイト

平成２８年 ４月 ７
https://www.occto.or.jp/oshirase/sonotaoshirase/2016/201
6_0531_shutsuryoku_yokusei_kekka.html

〃 ５月 ４
https://www.occto.or.jp/oshirase/sonotaoshirase/2016/201
6_0630_shutsuryoku_yokusei_kekka.html

〃 １２月 ３
https://www.occto.or.jp/oshirase/sonotaoshirase/2016/170
131_shutsuryokuyokusei.html

平成２９年 １月 ３
https://www.occto.or.jp/oshirase/sonotaoshirase/2016/170
222_shutsuryokuyokusei.html

〃 ２月 ２
https://www.occto.or.jp/oshirase/sonotaoshirase/2016/170
322_shutsuryokuyokusei.html

〃 ３月 ５
https://www.occto.or.jp/oshirase/sonotaoshirase/2017/170
426_shutsuryokuyokusei.html

https://www.occto.or.jp/oshirase/sonotaoshirase/2016/2016_0531_shutsuryoku_yokusei_kekka.html
https://www.occto.or.jp/oshirase/sonotaoshirase/2016/2016_0630_shutsuryoku_yokusei_kekka.html
https://www.occto.or.jp/oshirase/sonotaoshirase/2016/170131_shutsuryokuyokusei.html
https://www.occto.or.jp/oshirase/sonotaoshirase/2016/170222_shutsuryokuyokusei.html
https://www.occto.or.jp/oshirase/sonotaoshirase/2016/170322_shutsuryokuyokusei.html
https://www.occto.or.jp/oshirase/sonotaoshirase/2017/170426_shutsuryokuyokusei.html


5３．検証内容

本機関は、「出力制御の公平性の確保に係る指針」（平成２９年３月 資源エネル

ギー庁）、本機関の送配電等業務指針、および九州電力から受領した「離島にお
ける出力制御対象事業者の選定」の資料から、九州電力の出力抑制が予め定
められた手続に沿って公平に行われたか否かの検証を行った。

② 同一ルール内の出力抑制日数の公平性

③ 各出力抑制ルール間の公平性

■出力抑制ルール

太陽光・風力の出力抑制は旧ルール、新ルール、指定ルールの3つの出力抑制ルー
ルがあり、認定申請の時期によって適用される出力抑制ルールが異なる。

・旧ルール ：定格出力500kW以上の太陽光・風力を対象に、年間30日までの

無補償の出力抑制

・新ルール ：太陽光は年間360時間、定格出力20kW以上の風力は年間720

時間までの無補償での出力抑制注

・指定ルール：無制限・無補償での出力抑制注

（注）出力抑制は500kW未満（住宅用（全量買取・余剰買取）を含む。ただし、平成
27年3月31日までの10kW未満の接続申込み案件は出力抑制の対象外）も対象

① 出力抑制は予め定められた手続に沿って行われたこと



6４．予め定められた手続

九州電力は、「離島における再生可能エネルギーの出力制御の実施方法」（平
成２７年４月２８日公表）のなかで、交替（ローテーション）して出力抑制を行うことを
定めた。



7５．ローテーションの確認

参考 平成２８年度 種子島

抑制月 H28
3月

4 5 12 1 2 3 日
数〃 日 15 19 20 29 4 6 10 11 3 4 15 19 25 11 15 17 28

Ａ ● ● ● ● ● ● 5

Ｂ ● ● ● ● ● 4

Ｃ ● ● ● ● ● 5

Ｄ ● ● ● ● ● 4

Ｅ ● ● ● ● ● 4

Ｆ ● ● ● ● ● 5

Ｇ ● ● ● ● ● 5

Ｈ ● ● ● ● ● 5

種子島および壱岐の出力抑制は、それぞれローテーションにより抑制対象者を選
定していたことを確認した。

（凡例） ●：出力抑制対象（９時～１６時）
旧ルール適用の全事業者が対象
新・指定ルール適用の事業者なし

（※1） 平成２８年１１月運用開始設備。
（※2） 抑制対象日に未実施のため、次回以降の実施とした。

（※1）

平成２８年度 壱岐

抑制月 4 5 3 日
数〃 日 5 29 30 1 4 7 19

Ａ ● ● ● ● 4

Ｂ ● ● ● 3

Ｃ ● ● ● 3

Ｄ（※1） － － － － － － ● 1

（※2）

（※2）

（※2）

（※2）

（※2）



8６．抑制日数

適用ルール 発電所数
抑制日数

(9～16時／日)

旧ルール ８ ４～５日

新ルール （なし） －

指定ルール （なし） －

※ 平成２８年１１月に運転開始した発電所を除く。

適用ルール 発電所数
抑制日数

(9～16時／日)

旧ルール ３※ ３～４日

新ルール （なし） －

指定ルール （なし） －

種子島、壱岐の年間抑制日数は以下のとおり。

・抑制日数の差異は１日以内であり、抑制日数が均等になるようローテーション
を行っていた。

・新・指定ルール適用の事業者はなく、全て旧ルール適用の事業者であった。

■種子島（平成28年度） ■壱岐（平成28年度）



9７．検証結果

本機関が検証した結果、九州電力が行った出力抑制は、予め定められた手続
に沿って公平に行われたと判断する。

② 同一ルール内の出力抑制日数の公平性

③ 各出力抑制ルール間の公平性

実績日数の差異が１日以内となっており、公平に抑制を行っていた。

旧ルール事業者のみであり、今回は検証不要。

○検証を行った項目

① 出力抑制は予め定められた手続に沿って行われたこと

予め定めた手続どおり、交替（ローテーション）で出力抑制を行っていた。



10（参考）総合資源エネルギー調査会で示された基本的な考え

平成２９年３月の新エネルギー小委員会の議論において、「出力制御の公平性
の確保について」の基本的な考えが示された。

■公平な出力制御について

・出力制御の上限について、年間３０日（日数制御）、年間３６０時間又は年間７２０時間

（時間制御）、指定電気事業者制度の下での出力制御のルールが規定されているが、同一

のルールで接続する再エネ発電事業者は均等に出力制御を行うようにする。

• ただし、全ての電源が結果において均等に出力制御されない場合も、手続上の公平が確保

されている限りにおいて、公平性に反することとはならないものとする。

■各ルールの下で接続する再エネ発電事業者間の公平性について

• 日数制御が適用される再エネ発電事業者、時間制御が適用される再エネ発電事業者及び指

定ルールが適用される再エネ発電事業者間の公平性の観点から、全体の出力制御量がそれ

ぞれの出力制御の上限（年間３０日、３６０時間又は７２０時間）に達すると見込まれる

までの間は、全ての発電事業者に対して公平に出力制御を行うことを基本とする。

• ただし、今後再エネ接続量の増加に伴い、時間制御の発電事業者や指定ルールで接続する

発電事業者の出力制御量が増加することが見込まれるため、日数制御の発電事業者の上限

に達するまでの間は時間制御の発電事業者や指定ルールが適用される発電事業者の出力制

制御量が少なくなるように出力制御することも公平性に反することとはならないものとす

る。

• また、指定ルールが適用される再エネ発電事業者に対して年間３０日等の上限を超えて出

力制御を行う場合には、公平性の観点から、日数制御及び時間制御が適用される再エネ発

電事業者には可能な限り上限まで出力制御を行うこととする。

■住宅用太陽光発電について

• 住宅用太陽光発電以外の自然変動電源の出力制御を行った上で必要な場合に、出力制御を

行うものとする。



11（参考）離島における再生可能エネルギーの出力制御の実施方法



12（参考）出力制御の公平性の確保に係る指針、送配電等業務指針

■出力制御の公平性の確保に係る指針

５．広域機関が行う検証について

（略）今後は自然変動電源の抑制を行う前に講じる措置（電源Ⅲの火力やバイオマス電源の抑
制、長周期広域周波数調整等）が着実に行われているかの観点が必要となる。また、一般送
配電事業者により、予め定められた手続に沿って年間を通じて、自然変動電源に対し公平に
出力制御が行われたかどうかについて、翌年度に確認及び検証の対象とすることとする。

また、一般送配電事業者が予め定める手続の基本的な考え方等については、審議会（総合資
源エネルギー調査会）等で示すものとする。

■送配電等業務指針

（自然変動電源の出力抑制を行った場合の検証）

第１８３条 一般送配電事業者は、第１７４条第１項第５号に定める自然変動電源の出力抑制

を行った場合、本機関に対し、第１号から第３号までに掲げる事項は速やかに、第４号に掲

げる事項は翌年度４月末日までに説明を行うとともに、その裏付けとなる資料を提出しなけ

ればならない。

一～三 （略）

四 第１７４条第１項第５号に定める措置を実施するために、予め定められた手続きに沿っ

て年間を通じて行った出力抑制の具体的内容

（※）「出力制御の公平性の確保に係る指針」で用いる「公平性」とは、出力制御量という結果ではなく、
出力制御の機会と定義されている。


